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図 1－1は 1988年から 2014年までのベトナム対内 FDIの推移を示したものである。
図 1－1が示しているように、ベトナムでは、認可ベースにおいて 1990年代半ば（1996
年がピーク）と 2000 年代半ば（2008年がピーク）という 2回の投資ブームがあった。








                                                   
1 1976 年のベトナム統一以来、ベトナムは社会主義体制を構築し、計画経済を進めてきた。とこ









推進である［Dang Cong san Viet Nam, 2006］。 
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        2014 年のデータは FDI企業協会 VAFIE のホームページ 
(http://www.vafie.org.vn/detail/tinh-hinh-dau-tu-truc-tiep-nuoc-ngoai-
den-15-thang-12-nam-2014.html―2015年 2月 18日アクセス）。 
 
 
サムスングループは 2009 年 10 月に携帯端末を製造する第 1 工場を稼働しはじめ、
毎年設備投資を拡大し、2014年にはベトナムの最大直接投資家となった。サムスンの
ベトナム進出によって、ベトナムは非常に短い期間で携帯電話をはじめとする耐久消
費財生産国となり、2012 年には 19 年ぶりに貿易収支の黒字転換を果たした。サムス
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2 ホーチミン工商局直管の Kinh te Saigon Online(電子新聞)、「サムスンは携帯端末を約 240億
ドル輸出」、2014 年 3 月 6 日 （http://www.thesaigontimes.vn/111473/Samsung-xuat-khau-
dien-thoai-dat-gan-24-ti-do-la-My.html―2014年 12月 26日アクセス）。 
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3 石田(2013)、pp.123-124。 
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第 3 章では、FDI 誘致政策はベトナム経済発展に大きく貢献していることを議論し
た上で、FDI 誘致過程の全体を３つの時期に分け、それぞれの特徴を明らかにする。
ベトナムは 1986年にドイモイ政策を導入して、積極的に FDIを誘致した。そのため、
1990 年初頭から 1996 年まで第 1 次ブームが起こった。当時、ベトナム外資誘致の強
みは安価な労働力と原油や石炭などの天然資源の豊かさにあるとみられ、台湾をはじ
めにアジア NIEs からの投資が急増した。第 1 次ブームを牽引していたのは不動産業







第 4章では、ベトナムの第 2時期の FDI政策による貿易構造についてである。ベト
ナム政府が 2000 年代に入って急速な自由化を通じて FDI を積極的に誘致した。その
結果、中・越・米の三角貿易構造を生み出したが、同時に貿易赤字問題の副作用も表
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を打ち出して翌年の 1987 年に外国投資法を定め、1988 年には輸出入税法を制定して
関税率表を公表し、FDI を呼びかけていた。しかし FDI が本格的に活発化するのは自









第 5 章では 2010 年代の FDI とサムスンの対ベトナム戦略について議論し、その戦
略がベトナム貿易構造を転換させたことを分析する。サムスングループ（電子部門）
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第 6章では、バクニン省経済に絞って、サムスン FDIの直接効果と間接効果を分析
する。現地調査で得られたデータを分析すると、4 つの直接効果がある。第 1 に、バ
クニン省の GRDP成長に大きく寄与している。サムスン電子ベトナム（SEV）の付加価
値生産高は 2013年にバクニン省全体の 70%を占めた。第 2に、サムスンは、バクニン
省で最も大きな規模の企業として、雇用創出効果がある。第 3に、バクニン省の税収
入に貢献している。2014年にサムスンはバクニン省に 2兆ドン以上を納税し、バクニ
ン省全体の 20％を占めた。第 4に、サムスンの輸出額は近年バクニン省のほぼ 90%を
占めており、バクニン省の輸出を牽引している。一方、サムスンの輸出減少は直ちに















1 「ベトナム国際貿易に関する研究」2013 年 2月（修士論文）。 
2 「ベトナム貿易構造の特徴と課題」『佐賀大学経済論集』第 47 巻第 6 号、2015 年
3月、pp.109-125。 
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3 「サムスンのベトナム進出とその影響」『佐賀大学経済論集』第 48巻第 2号、2016
年 3月、pp.21-38。 
4 “Chiến lược của Samsung Việt Nam trong bối cảnh mới của ngành công nghiệp 
điện tử thế giới và ảnh hưởng của nó đến Kinh tế tỉnh Bắc Ninh”, Tạp chí Kinh tế 
và Phát triển, Số 219 (2), Trang 61-68, Tháng 9 Năm 2015.  
（「世界電子産業の新状況におけるサムスンの対ベトナム戦略とバクニン省経済
への影響」『経済と発展』第 219巻第 2号、pp.61-68、2015年 9月）
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共産党大会第 4回において、第 2次 5カ年経済開発計画が策定され、その中で年平均


























4 トラン（2010）はその理由として次の 3つのことを取り上げる。第 1に、合作社の管理委員会が
農民の収穫実績を見て毎年の年間納入量を増加させる傾向があった。第 2に、農民は土地の長
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対 GDP比で 17.1％に達していた。この赤字の約 6割を中央銀行からの借入により補っ
たため通貨供給量の急激な増加をもたらした。更にドン切り下げによる輸入物価の上
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特に、先進国の FDI を誘致するために、1987 年に「外国投資法」を制定し、法的制度
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の整備を行った。この中で、投資家の権利の保証や海外送金の自由が認められた8。こ
の改革はドイモイの 1990年代の FDIの第 1 次ブームになるきっかけであった。 
以上の改革によっていくつかの成果を収めることができた。まず、消費者物価上昇
率は 1990 年には 60％台へと一応の収束をみた。次に財政赤字は一時の危機的状況を
脱し、1990年には対 GDP比 5.7％に低下し改善の方向にあった。農業については１人














                                                   
8 詳細はベトナム司法省のホームページ
（http://www.moj.gov.vn/vbpq/Lists/Vn%20bn%20php%20lut/View_Detail.aspx?ItemID=903   
5―2015年 12月 16日アクセス）を参照。 
9 日本経済企画庁（1992）、「世界経済の新たな協調と秩序に向けて」『年次世界経済報告』
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れた12。第 1に、ベトナムは経済社会の危機から脱却し、2000年の GDPは 1991年の 2倍
になった。貯蓄はわずかな数値から 2000年に GDPの 27%を達した。供給は需要に対応で
きるようになった。経済構造（農業・工業・サービス）は GDP比の 38.7%・22.7%・38.6%
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ナム共産党第 9回大会が開催された。本大会で「2001～10年の経済社会発展戦略」が
採決された。経済の面においては次のような目標が設定された。①2010 年の GDP は
2001 年の 2 倍、②貯蓄は GDP 比の 30%、③輸出スピードの伸び率は GDP の伸び率の 2
倍程度、④経済構造（農業・工業・サービス）は 16～17%・40～41%・42～43%、⑤農
業労働者は 50%ということである13。 






















20112020-53612.bld ―2015年 12月 15日アクセス）。 
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アメリカのサブプライム住宅ローン問題は 2007 年に表面化し、2008 年 9 月のリー
マンショックは世界金融に打撃を与えた。世界経済は不景気に陥り、2010年代に入っ
てもまだ安定していない。さらに中国 2011 年以降の経済成長の連続的な減速、2009










背景におかれている。その世界情勢の下で、2011 年にベトナム共産党第 11 回大会が
開催された。本大会で「2011～20年の経済社会発展戦略」が採決された。経済の面に
おいては次のような主な内容が取り上げられる。第 1に、迅速的且つ持続的な発展が
                                                   
15 経済産業省（2012）、p.2。 
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16 急進的改革であるロシアのペレストロイカ政策と異なり、ベトナムと中国の改革は漸進的に改革
を行っていくのである。 
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図 2－1 越中の実質 GDP成長率 
（単位：%） 
    
出所：世界銀行のホームページ（http://databank.worldbank.org/data/home.aspx 
―2015年 10月 1日アクセス）より作成。 
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高い伸び率を維持していた。特に、中国は 1990 年代と比べて、2000 年代の成長パタ
ーンは安定していた。高い経済成長の下、中国人の所得も着実に増加している。越中





図 2－2 越中の１人当たり GDP 
（単位：ドル） 
出所：世界銀行のホームページ（http://databank.worldbank.org/data/home.aspx  




































































































































第 2 章 ドイモイ政策の成果と今後の課題 
 
  















































































（http://www.rieti.go.jp/jp/―2016年 1月 25 日アクセス）より作成。 
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図 2－4 中国の総輸出比の商品別のシェア 
出所：経済産業研究所のホームページ 
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図 2－5 ベトナムの貿易構造 
 
出所：経済産業研究所のホームページ 
（http://www.rieti.go.jp/jp/―2016年 1月 25 日アクセス）より作成。 
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図 2－6 ベトナムの総輸出比の商品別のシェア 
出所：経済産業研究所のホームページ 




















































































第 2 章 ドイモイ政策の成果と今後の課題 
 
  

















                                                   

































































































































第 2 章 ドイモイ政策の成果と今後の課題 
 
  




1978 年に改革開放政策を導入して 20 年後貿易構造の高度化ができたのに対して、ベ
トナムは 1986 年からドイモイ政策を導入し、2000 年代まではまだ軽工業品が中心で
ある貿易構造であった。2000年代まで国内産業を育成しなければならないはずだった
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代に入って FDI 誘致を加速するために、中国と ASEAN の FTA（ACFTA）、韓国と ASEAN














                                                   
25 唐木（2007）、p.181 と内山（1988）、p.3を参照。 
26 Amsden（2007）、訳 pp.219-220。 





28 このことは第 4章で詳しく議論される。 
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29 Amsden（2007）、訳 p.7。 
30 同上、訳 p.23。 
31 Pham Chi Lan (2010)。 
32 薛（2008）、pp.255-256。 
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33 TPPが発行することによって、人口が約 8億人、世界の GDPの 4割近くを占める最大の自由貿易
圏が誕生する。太平洋パートナーシップ（TPP）の交渉参加 12カ国は 2015年 10月 15日、アト
ランタで開催された TPP閣僚会合で交渉が大筋合意に達したと発表した。今後交渉参加国は条
文の精査などの技術的な作業を進め、2016年に 21分野・30章からなる TPP の協定本文の付属
書に署名する見込みである。同年に契約国は批准に向けた国内手続きを進め、TPPが発効する 
34 ASEAN経済共同体のことである。ASEAN加盟 10 カ国が物品・サービスの貿易や資本、人の移動
の自由化などを推進する包括的な経済連携である。通貨統合や対外統一関税までは踏み込まな




第 2 章 ドイモイ政策の成果と今後の課題 
 
  






第 3 章 ベトナム対内 FDI 誘致の変遷と各時期の特徴 
  
ベトナム経済発展と対内 FDI の影響に関する研究 （ブイ ディン タン） 34 
 












この 3 時期を経て、FDI はベトナム経済発展に大切な資金供給のチャネルとなって
きた。ドイモイを導入して 4 年後の 1990 年に FDI はベトナムの社会投資総資本額の
13.1%まで占め、1995 年は 30.4%に拡大した。1997年のアジア通貨危機の影響で、1998
年に 20.8%に減少し、その減少傾向は 2000年代半ばまで続いていた。しかし、ベトナ
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表 3－1 経済セクター別の投資 
 
年 
国有セクター 非国有セクター FDI セクター 
金額 シェア 金額 シェア 金額 シェア 
1995 30,447 42.0  20,000  27.6  22,000  30.4  
1996 42,894 49.1  21,800  24.9  22,700  26.0  
1997 53,57 49.4  24,500  22.6  30,300  28.0  
1998 65,034 55.5  27,800  23.7  24,300  20.8  
1999 76,958 58.7  31,542  24.0  22,671  17.3  
2000 89,417 59.1  34,594  22.9  27,172  18.0  
2001 101,973 59.8  38,512  22.6  30,011  17.6  
2002 114,738 57.3  50,612  25.3  34,795  17.4  
2003 126,558 52.9  74,388  31.1  38,300  16.0  
2004 139,831 48.1  109,754  37.7  41,342  14.2  
2005 161,635 47.1  130,398  38.0  51,102  14.9  
2006 185,102 45.7  154,006  38.1  65,604  16.2  
2007 197,989 37.2  204,705  38.5  129,399  24.3  
2008 209,031 33.9  217,034  35.2  190,670  30.9  
2009 287,534 40.5  240,109  33.9  181,183  25.6  
2010 316,285 38.1  299,487  36.1  214,506  25.8  
2011 341,555 37.0  356,049  38.5  226,891  24.5  
2012 406,514 40.3  385,027  38.1  218,573  21.6  
2013 441,924 40.4  412,506  37.7  240,112  21.9  
2014 486,804 39.9  468,513  38.4  265,407  21.7  
出所：ベトナム統計総局のホームページ 
（https://www.gso.gov.vn―2015年 12月 1日アクセス）より作成。 
（単位：10億ドン、%） 
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図 3－1 経済セクター別の輸出 
（単位：百万ドル、%） 
出所：ベトナム統計総局のホームページ 
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表 3－2 経済セクター別の GDP 
 （単位：10億ドン、%） 
年 
国有経済セクター 非国有経済セクター FDI セクター 
金額 シェア 金額 シェア 金額 シェア 
2005 343,883 37.6  431,548 47.2  138,570 15.2  
2006 389,533 36.7  501,432 47.2  170,600 16.1  
2007 440,687 35.4  594,617 47.7  211,465 17.0  
2008 566,812 35.1  767,632 47.5  281,604 17.4  
2009 628,074 34.7  867,81 48.0  313,265 17.3  
2010 633,187 29.3  926,928 43.0  326,967 15.2  
2011 806,425 29.0  1,219,625 43.9  435,392 15.7  
2012 953,789 29.4  1,448,171 44.6  520,410 16.0  
2013 1,039,725 29.0  1,559,741 43.5  622,421 17.4  
2014 1,131,319 28.7  1,706,441 43.3  704,341 17.9  
出所：ベトナム統計総局のホームページ 
（https://www.gso.gov.vn―2015年 12月 1日アクセス）より作成。 
 
 
次に経済セクター別の GDP を示している表 3－2 によると、FDI セクターは 2005～
14 年に FDI セクターの GDP は一貫して拡大し（2014 年の付加価値生産は 2005 年の 5
倍以上）、2014年にベトナムの GDPに対して 17.9%を寄与していることが確認できる。
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農林水産業 528  3,721.8  1.5  
鉱業 87  3,375.3  1.3  
製造業 9,600  141,406.7  56.0  
電気・ガス・お湯、蒸気とエアコンの 
生産と配給 98  9,774.8  
3.9  
水道水供給、ごみ・下水の管理及び処理 38  1,348.5  0.5  
建設 1,166  11,400.4  4.5  
問屋・小売、車・バイク・その他の車両の修理 1,383  4,030.7  1.6  
運輸、倉庫 448  3,755.3  1.5  
宿泊サービスと食事サービス 371  11,193.6  4.4  
通信・情報システム 1,095  4.124.9  1.6  
金融、銀行及び保険 82  1,332.4  0.5  
不動産 453  48,279.8  19.1  
専門・科学活動、技術 1,698  1,797.4  0.7  
行政活動及び補助サービス 131  211.6  0.1  
教育とトレーニング 204  819.9  0.3  
医療と社会支援活動 97  1,754.6  0.7  
芸術、娯楽 148  3,634.2  1.4  
その他のサービス 141  754.1  0.3  
出所：ベトナム統計総局のホームページ 
（https://www.gso.gov.vn―2015年 12月 1日アクセス）より作成。 
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表 3－4 経済セクター別の雇用 
年 
国有セクター 非国有セクター FDI セクター 
合計 
千人 ％ 千人 ％ 千人 ％ 
2000 4,358.2  11.7  32,358.6  87.3  358.5  1.0  37,075.3  
2001 4,474.4  11.7  33,356.6  87.4  349.1  0.9  38,180.1  
2002 4,633.5  11.8  34,216.5  87.1  425.9  1.1  39,275.9  
2003 4,919.1  12.1  34,731.5  86.0  753.3  1.9  40,403.9  
2004 5,031.0  12.1  35,633.0  85.7  914.8  2.2  41,578.8  
2005 4,967.4  11.6  36,694.7  85.8  1,112.8  2.6  42,774.9  
2006 4,916.0  11.2  37,742.3  85.8  1,322.0  3.0  43,980.3  
2007 4,988.4  11.0  38,657.4  85.5  1,562.2  3.5  45,208.0  
2008 5,059.3  10.9  39,707.1  85.5  1,694.4  3.6  46,460.8  
2009 5,040.6  10.6  41,178.4  86.2  1,524.6  3.2  47,743.6  
2010 5,107.4  10.4  42,214.6  86.1  1,726.5  3.5  49,048.5  
2011 5,250.6  10.4  43,401.3  86.2  1,700.1  3.4  50,352.0  
2012 5,353.7  10.4  44,365.4  86.3  1,703.3  3.3  51,422.4  
2013 5,330.4  10.2  45,091.7  86.4  1,785.7  3.4  52,207.8  
2014 5,473.5  10.4  45,214.4  85.7  2,056.6  3.9  52,744.5  
出所：ベトナム統計総局のホームページ 
（https://www.gso.gov.vn―2015年 12月 1日アクセス）より作成。 
 
 
雇用の面において、表 3－4によると 2014 年に FDIセクターで働いている労働者数
は 2056.6 千人で、358.5 千人の 2000 年の 6 倍近くである。国有セクターと非国有セ
クターと比べて FDI のシェアは少ないが、増えている傾向にある。納税において、表
3－5 が示しているように、2013 年に FDI セクターはベトナム政府の税収に 13.5％の
シェアを占め、2002 年の 5.9％と比べて大きな伸び率になる。このような FDIの成長
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表 3－5 FDIセクターの納税 
年 ベトナム政府の税収 FDI セクターの納税額 シェア 
2002 123,860.0  7,276.0  5.9  
2003 152,274.0  9,942.0  6.5  
2004 190,928.0  15,109.0  7.9  
2005 228,287.0  19,081.0  8.4  
2006 279,472.0  25,838.0  9.3  
2007 315,915.0  31,388.0  9.9  
2008 430,549.0  43,953.0  10.2  
2009 454,786.0  50,785.0  11.2  
2010 588,428.0  64,915.0  11.0  
2011 721,804.0  77,076.0  10.7  
2012 734,883.0  82,546.0  11.2  
2013 822,000.0  111,244.0  13.5  
出所：ベトナム統計総局のホームページ 
（https://www.gso.gov.vn―2015年 12月 1日アクセス）より作成。 
 
 
2 ベトナム対内 FDI誘致政策 
ベトナム政府は 1987年 12月 29日に「外国投資法」を公布し、FDI 誘致に力を入れ
はじめた。1990 年 6 月 30 日にベトナム国会は外国投資法の第 1 回目の改正を行い、
複数の出資者による合弁企業設立の承認、輸入代替産業の優遇などを盛り込んだ。 
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1992年 12月に外国投資法は 2回目に改正され、次の三つの内容が変更された1。第
1に、外国企業の存続期間を従来の 20年から 50年に変更し、最長で 70年に延長する




1996 年 11 月に外国投資法が 3 回目に改正された。今回の改正では主に３つの内容
が含まれた。第 1 に、FDI の奨励分野に農林産業が加えられた。第 2 に、合弁会社に
おける FDI側の要望が強かった内容として、従来の社長・副社長・会計主任の任命・
解任などは、取締役会の全会一致の原則から取締役会の会合で出席した代表者の合意
で、行われる。第 3に、案件の審査期間を 90 日から 60日に縮小する。 
1990年代の第 1次ブームによって、ベトナムは高度経済成長を果たしたが、1997年
のアジア金融危機の影響で FDI は急減し、経済成長は急激に鈍化していた。FDI はベ
トナムの経済発展にどのような重要な役割を果たすかが認識され、FDI 誘致を刺激す
るために、2000 年 5 月の国会で、4 回目の改正外国投資が可決されることによって、
外資に関する規制は緩和された3。例えば、第 1に、外国投資家は活動中でも投資形態
を変更できる4。第 2に、ベトナムの法律・規定の変更により、FDI企業は損失を受け
た場合には賠償される可能性がある。第 3 に、FDI 企業は商業銀行で外貨を購入する
ことができる。第 4に、海外への利益送金税率の 5%、7%、10%を 3%、5%、7%に引き下
げる。しかし、一番注目すべきは事業登録制度の導入である。つまり、①製品の全量
を輸出すること、②計画投資省が規定する工業区の輸出比率の要求に合致しているこ
と、③投資額が 500 万ドル未満かつ輸出比率の 80%以上の製造業であることというい
                                                   
1 詳細はベトナム司法省のホームページ
(http://www.moj.gov.vn/vbpq/Lists/Vn%20bn%20php%20lut/View_Detail.aspx?ItemID=108   
28―2016年 1月 17日アクセス）を参照されたい。 




年 1月 17日アクセス)を参照されたい。 
4 外国投資は 100%外資、合弁、共同契約という 3つの形態がある。 
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とになった。実際に、この措置は、2007 年と 2008 年の FDI のブームのきっかけとな




3 ベトナム対内 FDIの特徴 
（1）第 1時期―FDIの第 1次ブーム 












2016年 1月 17 日アクセス)を参照されたい。 
7 「南向政策」は、これまでの台湾資本の「西進」という大きな流れに対し、ASEAN 諸国への投資を
奨励する政策のことである。 
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図 3－2 ベトナムの国別対内 FDI 
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（2）第 2時期―FDI の第 2次ブーム 
















（3）第 3 時期―新段階 
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景のもと、表 3－6 を見てみると、2014 年に韓国は投資額と件数においてそれぞれベ










                                                   
9 貿易面を見ても両国の関係が強化されていることが確認できる。2014 年に両国の貿易規模は 288
億ドルであり、1992 年に比べて約 57 倍以上に増えた。ベトナムは韓国にとって 5 番目の輸出市
場であり、2015年第 1四半期に中国とアメリカに次いで、3位になっている（韓国国際貿易協会
KITAのホームページ http://global.kita.net/―2015 年 4月 10日アクセス）。なお、ベトナム
にとっては、韓国が 4 番目の輸出市場であり、2 番目の輸入市場である（ベトナム通関総局のホ
ームページ http://www.customs.gov.vn/default.aspx－2015年 4月 10日アクセス）。 
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表 3－6 2014年の国別対ベトナム直接投資 
                                                             
順位 国名 
2014 年 2014 年までの累計 
件数 シェア 投資額 シェア 件数 シェア 投資額 シェア 
1 韓国 687  37.3  7,320  33.4  4,298  22.3  37,720  13.0  
2 日本 99  5.4  3,000  13.7  2,477  12.8  36,890  12.7  
3 シンガポール 106  5.8  2,800  12.8  1,351  7.0  32,700  11.3  
4 台湾 291  15.8  2,050  9.4  2,343  12.2  28,050  9.7  
5 ヴァージン諸島 66  3.6  723  3.3  550  2.9  17,551  6.0  
6 香港 35  1.9  71  0.3  869  4.5  15,460  5.3  
7 米国 27  1.5  399  1.8  712  3.7  10,920  3.8  
8 マレーシア 35  1.9  150  0.7  480  2.5  10,740  3.7  
9 中国 32  1.7  173  0.8  1,091  5.7  7,805  2.7  
10 タイ 99  5.4  254  1.2  374  1.9  6,550  2.3  
合計 1,843  100 21,922  100 19,277  100 290,613  100 
出所：ベトナム統計総局のホームページ 
（http://www.gso.gov.vn―2016年 1月 20 日アクセス）より作成。 
  
（単位：件、百万ドル） 
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資法の下で、FDIは現在に至って 3時期を経た。第一次期は 1990年代の第 1次ブーム






第 4 章 2000 年代のベトナム貿易構造の特徴と課題 
  
ベトナム経済発展と対内 FDI の影響に関する研究 （ブイ ディン タン） 48 
 





GDPは 1986年から 2010年にかけて、着実に年平均 7.1%の成長を続けている。この経
済成長に大きく寄与しているのが貿易部門である。貿易依存度を見ても、1986 年の
23.22%から 2000 年には 112.53%へ、そして 2008 年には 171.05%と一貫して増加して
きた1。 
ベトナム政府は貿易を経済発展の牽引車と位置づけて一貫して FDI を誘致した。特
に 2000 年代以降に FDI を誘致するために、積極的に対外開放政策を展開してきた。
例えば、2001 年にベトナムはアメリカと二国間の相互貿易協定（BTA）に調印した。
続いて 2002年には ASEAN・中国の包括的経済協力枠組み協定（ACFTA）を、2005年に
は ASEAN・韓国の包括的経済協力枠組み協定（AKFTA）を結んだ。さらに 2007 年には
正式に WTO のメンバーとなり、2008 年にはベトナム・日本経済連携協定（VJEPA）を






るようになった。しかし 2012 年にベトナムの貿易収支は 19 年ぶりに黒字に転じた3。
                                                   
1 世界銀行のホームページ（http://databank.worldbank.org/data/home.aspx―2013 年 11月 25
日アクセス）を参照。 
2 諸協定の詳しい内容はベトナム工商省のホームページ
（http://www.moit.gov.vn/vn/Pages/Trangchu.aspx―2013 年 11月 25 日アクセス）を 
参照されたい。 
3 その原因はサムスンの対ベトナム投資にある。詳細は第 5 章において述べる。 
第 4 章 2000 年代のベトナム貿易構造の特徴と課題 
 
  





図 4－1 ベトナムの対外貿易の推移 
 
出所：ベトナム統計総局のホームページ 
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表 4－1 ベトナム貿易の動向 
      （単位：億ドル、%） 
時期 貿易額 前期比 年平均の貿易額 年平均伸び率 
1986～1990 年 197.2 N/a 39.4 35.2 
1991～1995 年 399.4 2.0 倍増 79.9 19.3 
1996～2000 年 1,132.4 2.8 倍増 226.5 22.1 
2001～2005 年 2,409.1 2.1 倍増 481.8 17.9 





ている。輸出額は 1986年の 7.9億ドルから 2010年に 722.4億ドルへと 91倍の大幅
な増加となった6。ベトナムの輸出額は 1999 年に 100 億ドルを超え7、ASEAN ではフィ
                                                   
5 ベトナムは共産党大会期に合わせ 1961 年から社会経済開発 5カ年計画を公表している。1986～
90年の 5 カ年計画はドイモイ後の第 1次 5カ年計画として発表された。 
6 ベトナムの輸出額は 1999年に 100億ドルを突破した。世界銀行データによると、日本は 1967
年、韓国とインドネシアは 1977年、マレーシアは 1979年、シンガポールは 1978 年、タイは
1980年に 100億ドルの輸出額を記録した［http://databank.worldbank.org―2013 年 11月 23
日アクセス］。 
7 世界銀行のデータによると、日本は 1967年に、韓国とインドネシアは 1977年に、マレーシアは
1979年、タイ、シンガポールは 1978年に、タイは 1980 年に 100億ドルの輸出額を記録した
（詳細は http://databank.worldbank.org を参考されたい）。 
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1996 年から、一次産品の割合が減り始め、1996 年～2000 年の時期に 54.8%に、その
後 2001～2005年の時期には 45.3%にと減り続けた（図 4-2を参照）。 
 
 
図 4－2 ベトナムの輸出品の構成 



















1986-1990 1991-1995 1996-2000 2001-2005
一次産品 二次産品 その他
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4－3 を参照）。また 1986 年には 2 億ドル以上の輸出品はなかったが、2005 年までそ





図 4－3  ベトナムの産業別輸出品目の構成 





1986-1990 1991-1995 1996-2000 2001-2005
重工業及び鉱業品 12.5 31.7 30.6 34.3
軽工業品及び工芸品 30.6 19.4 34.6 40.2
農業 36.9 31.3 23.6 14.0
水産業 13.3 13.0 9.2 10.5
林業 6.4 4.5 2.0 1.0
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表 4－2 ベトナムの主要な輸出品 
                              
  商品 1986 1990 1995 2000 2006 2010 
1 衣料 71.4  245.2  765.5  1,891.9  5,854.8  11,209.8  
2 履物 8.2  14.4  296.4  1,471.4  3,994.3  5,123.3  
3 原油 N/a  468.4  1,033.1  3,502.7  8,312.0  5,023.5  




N/a  N/a  N/a  788.6  1,807.8  3,590.1  
6 木と木材製品 N/a N/a N/a 311.4  1,943.0  3,444.5  
7 米 21.6  304.6  530.0  667.8  1,275.9  3,249.5  
8 ゴム 29.8  66.4  187.9  166.0  1,286.4  2,386.2  
9 コーヒー 61.5  92.5  598.1  501.4  1,217.2  1,851.4  
10 石炭 34.5  32.7  88.9  94.0  914.8  1,614.6  
11 電線とケーブル N/a N/a N/a 129.5  705.7  1,316.0  
12 キャッシュナッツ 5.0  14.9  88.8  167.3  503.9  1,136.9  




N/a N/a N/a N/a 502.1  985.5  
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図 4－4 ベトナムの地域別輸出   
    









は 2000～05年に 18.9%、2006～10年に 23.6%を占めるまで増加した。 
第 2に輸入面を見てみよう。輸出の成長とともに輸入も躍進的に増加してきた。輸




























1986-1990 1991-1995 1996-2000 2001-2005 2006-2010
アジア 欧州 アメリカ州 他の地域
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1986-1990 1991-1995 1996-2000 2001-2005
一次産品 二次産品 その他
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1986-1990 1991-1995 1996-2000 2001-2005
燃料・原材料 53.9 61.2 61.1 62.7
機械・設備類 33.4 24.4 29.8 29.2
食糧・食品 3.6 3.5 2.4 2.7
医療品 1.4 1.9 2.5 1.6
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表 4－3 ベトナムの主要な輸入品 
 
 商品 1986 1990 1995 2000 2006 2010 
1 布・繊維 77.7  72.5  303.2  1,087.7  3,821.7  7,358.6  
2 ガソリン・石油 441.9  610.3  818.5  2,070.4  5,969.5  6,441.3  
3 鉄鋼 105.8  89.2  360.3  824.5  3,006.3  6,164.6  
4 テレビとコンピューター N/a N/a N/a N/a 1,869.7  5,208.3  
5 プラスチック素材 14.0  23.5  229.8  530.6  1,886.2  3,780.4  
6 道路走行車両 81.1  51.7  159.3  193.1  718.1  2,907.2  
7 機械類 N/a N/a N/a N/a 1,417.4  2,818.6  
8 通信機 N/a N/a N/a N/a 945.7  2,480.6  
9 化学製品 N/a N/a N/a N/a 1,171.3  2,317.3  
10 家畜の餌 N/a N/a N/a N/a 708.2  2,172.5  
11 化学物質 N/a N/a N/a N/a 1,121.8  2,137.4  
12 縫製用副原料 N/a N/a N/a N/a N/a 1,937.2  
13 プラスチック製品 N/a N/a N/a N/a N/a 1,649.8  
14 銅 N/a N/a N/a N/a 767.4  1,306.8  






長に大きく貢献してきた。2010年における輸出は第 1位が衣料で第 2 位が履物といっ
た軽工業品である。これらの商品はベトナム総輸出額の約 23%に上る大きなシェアを
（単位：百万ドル） 
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図 4－7 ベトナムの地域別輸入                                        
                
     




ベトナム統計総局の『商品輸出入』（2010 年版）によると、ベトナムは 168 カ国・
地域と貿易取引を行っている。しかし、表 4－4が示しているベトナムの国・地域別貿
易統計を見てみると、ベトナムにとって大きな貿易パートナーは中国、アメリカ、日























1986-1990 1991-1995 1996-2000 2001-2005 2006-2010
アジア 欧州 他の地域
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表 4－4 ベトナムの国・地域別貿易額の割合 




年 アメリカ EU 中国 韓国 ASEAN 日本 その他 
1995 2.2 10.1 5.1 10.9 24.0 17.5 30.2 
2000 3.7 14.0 9.9 7.1 23.8 16.4 25.1 
2005 9.8 11.7 13.1 6.1 21.7 12.1 25.5 
2010 11.5 11.3 17.8 8.2 17.0 10.7 23.5 
輸 
出 
1995 3.1 12.2 6.6 4.3 18.3 26.8 28.7 
2000 5.1 19.6 10.6 2.4 18.1 17.8 26.4 
2005 18.3 17.0 9.9 2.0 17.7 13.4 21.7 
2010 19.8 15.8 10.7 4.3 14.3 10.7 24.4 
輸 
入 
1995 1.6 8.7 4.0 15.4 27.8 11.2 31.3 
2000 2.4 8.7 9.2 11.5 29.3 15.1 23.8 
2005 2.3 7.0 16.0 9.7 25.2 11.0 28.8 







黒字グループに分けることができる。特にベトナムが WTO に加盟した 2007 年以降に
黒字グループと赤字グループの差が広がっている。そのうち、黒字が急速に拡大して
（単位：%） 
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図 4－8 ベトナムの主要貿易相手国・地域別貿易収支 
 























































































アメリカ EU 日本 韓国 ASEAN 中国
（単位：百万ドル） 
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表 4－5 対中貿易の動向 











1995 691.6 --- 361.9 --- 329.7 --- 32.2  
1996 669.2  ▲3.2  340.2 ▲6.0  329.0 ▲0.2  11.2  
1997 878.5  31.3  474.1 39.4  404.4 22.9  69.7  
1998 955.1  8.7  440.1 ▲7.2  515.0 27.4  ▲74.9  
1999 1419.5  48.6 746.4 69.6 673.1 30.7  73.3  
2000 2937.5  106.9  1,536.4 105.8  1,401.1 108.2  135.3  
2001 3023.6 2.9  1,417.4 ▲7.7  1,606.2 14.6 ▲188.8  
2002 3677.1  21.6 1,518.3 7.1  2,158.8 34.4  ▲640.5  
2003 5021.7  36.6 1,883.1 24.0  3,138.6 45.4  ▲1,255.5  
2004 7494.2  49.2  2,899.1 54.0  4,595.1 46.4  ▲1,696.0  
2005 9127.8  21.8  3,228.1 11.3  5,899.7 28.4  ▲2,671.6 
2006 10634.1  16.5  3,242.8 0.5  7,391.3 25.3  ▲4,148.5  
2007 16356.1  53.8  3,646.1 12.4  12,710.0 72.0  ▲9,063.9  
2008 20823.7  27.3  4,850.1 33.0  15,973.6 25.7  ▲11,123.5  
2009 20814.3  0.0  5,403.0 11.4  15,411.3 ▲3.5  ▲10,008.3  
2010 27946.5  34.3  7,742.9 43.3  20,203.6 31.1  ▲12,460.7  
出所：ベトナム統計総局、『商品輸出入』各年版より計算。 




第 4 章 2000 年代のベトナム貿易構造の特徴と課題 
 
  
ベトナム経済発展と対内 FDI の影響に関する研究 （ブイ ディン タン） 63 
 
表 4－6 対米貿易の動向 











1995 300.1  --- 169.7 --- 130.4 --- 39.3  
1996 450.0  50.0  204.2 20.3  245.8 88.5  ▲41.6 
1997 538.2  19.6 286.7 40.4  251.5 2.3  35.2  
1998 793.5  47.4  468.6 63.4  324.9 29.2  143.7  
1999 826.7  4.2  504.0 7.6 322.7 ▲0.7  181.3  
2000 1,096.2  32.6 732.8 45.4  363.4 12.6 369.4  
2001 1,476.1  34.7  1,065.3 45.4  410.8 13.0  654.5  
2002 2,911.1  97.2  2,452.8 130.2  458.3 11.6 1,994.5  
2003 5,081.9  74.6 3,938.6 60.6 1,143.3 149.5  2,795.3  
2004 6,158.7  21.2  5,024.8 27.6 1,133.9 ▲0.8  3,890.9  
2005 6,786.9  10.2  5,924.0 17.9  862.9 ▲23.9  5,061.1  
2006 8,832.1  30.1  7,845.1 32.4  987.0 14.4  6,858.1  
2007 11,805.0  33.7  10,104.5 28.8  1,700.5 72.3  8,404.0  
2008 14,535.4  23.1  11,886.8 17.6 2,648.6 55.8  9,238.2  
2009 14,117.7  ▲2.9  11,407.2 ▲4.0  2,710.5 2.3  8,696.7  
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あったが、2010年になると、180.95億ドルの 58倍増となった。特にアメリカからの
輸入は急速に拡大し、1995～2010 年の年平均 37％増であった。2010 年に対米輸出総



















のシェアは非常に大きい。表 4－8 が示しているように、工業品のシェアは特に 2002
年以降急激に増加した。2001 年に 15.5%に過ぎなかった工業品のシェアは 2010 年に
は 74.3％にまで拡大した。なお、対米工業品輸出の内訳を見ると、近年その割合が若
干減少している傾向にはあるが、非耐久消費財の輸出が主力となっている。 
                                                   
11 山邉（2008）、p.200。 
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～10 年の全期間に増加しており、2007 年以降に年平均約 7 割以上まで拡大した。内
訳を見ると、資本財と中間財（労働集約中間財と資本集約中間財）のシェアは 2000年
に 46%であったが、2005 年に 96%に上昇した。2006 年以降そのシェアが低下し始め、




表 4－7 ベトナムの財別対中輸出工業品 
    
  
2000～05 2006 2007 2008 2009 2010 
金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 
工業品輸出の内訳 N/a N/a 254.3  100 616.2  100 1,045.7  100 994.8  100 2,176.3  100 
非耐久消費財 N/a N/a 64.0  25.2 101.4  16.5 157.8  15.1 139.2  14 248.0  11.4 
耐久消費財 N/a N/a 94.1  37 160.5  26.1 261.2  25 236.0  23.7 530.7  21.9 
資本集約中間財 N/a N/a 11.7  4.6 59.5  9.7 100.2  9.6 96.8  9.7 176.8  8.1 
労働集約中間財 N/a N/a 84.4  33.2 247.5  40.2 354.2  33.9 517.7  52 676.0  31.1 
資本財 N/a N/a N/a N/a 47.2  7.7 172.3  16.5 5.0  0.5 599.6  27.5 
工業品のシェア N/a 7.8 16.9 21.6 18.4 28.1 
出所：ベトナム統計総局、『商品輸出入』各年版より計算。 
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表 4－8 ベトナムの財別対米輸出工業品 
  
  
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 
工業品輸出の内訳 138.2 100 165.6 100 1,242.1 100 2,309.6 100 2,943.1 100 3,274.0 100 5,288.9 100 7,163.6 100 8,461.8 100 8,063.4 100 10,646.2 100 
非耐久消費財 136.5 98.8 162.4 98 1,231.4 99 2,281.6 99 2,889.9 98 3,214.0 98 4,074.9 77 5,613.1 78 6,536.2 77 6,319.0 78 7,971.1 75 
耐久消費財 1.7 1.2 3.2 1.9 10.7 0.9 28.0 1.2 53.2 1.8 60 1.8 1,151.9 22 1,392.2 19 1,614.6 19 1,573.6 20 1,648.7 16 
資本集約中間材 N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a 47.0 0.9 101.3 1.4 248.0 2.9 115.7 1.4 161.2 1.5 
労働集約中間材 N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a 15.096 0.3 52.2 0.7 57.0 0.7 52.1 0.6 30.8 0.3 
資本財 N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a 0 0 4.8 0.1 5.9 0.1 3.1 0 834.5 7.8 




表 4－9 ベトナムの財別対中輸入工業品 
                                   
  
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 
工業品輸入の内訳 774.6 100 740.0 100 696.0 100 1,049.6 100 1,807.8 100 2,359.5 100 5,023.2 100 8,813.1 100 12,456.6 100 10,758.3 100 14,251.3 100 
非耐久消費財 N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a 94.6 1.9 49.0 0.6 124.3 1 138.2 1.3 119.7 0.8 
耐久消費財 422.3 54.5 406.9 55 99.7 14.3 25.2 2.4 51.2 2.8 99.9 4.2 745.3 14.8 1,956.2 22.2 2,657.9 21.3 3,141.9 29.2 3,982.2 27.9 
資本集約中間財 260.5 33.6 201.7 27.3 267.6 38.4 509.4 48.5 1,016.4 56.2 1,269.9 53.8 2,542.8 50.6 4,174.1 47.4 5,122.5 41.1 3,218.1 29.9 4,617.5 32.4 
労働集約中間財 91.8 11.9 131.4 17.8 328.7 47.2 515.0 49.1 740.2 40.9 989.7 41.9 1,243.6 24.8 1,817.0 20.6 2,086.2 16.7 1,992.2 18.5 3,109.9 21.8 
資本財 N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a 396.8 7.9 816.9 9.3 2,465.7 19.8 2,267.9 21.1 2,422.0 17 
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次に対米輸入である。表 4－10はベトナムの財別対米輸入工業品を示したものであ







表 4－10 ベトナムの財別対米輸入工業品 
 
  
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 
工業品輸入の内訳 108 100 138.1 100 162.2 100 149.6 100 260.3 100 294.7 100 627.3  100 1,020.5  100 1,589  100 1,578.8  100 1,909.5  100 
非耐久消費財 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10.6  1.7 8.0  0.8 9.8  0.6 15.1  1 14.3  0.8 
耐久消費財 13.2 12 16.6 12 30 19 50.6 34 51 20 59.6 20.2 144.0  23 320.9  31 494.9  31 645.2  40.9 540.7  28 
資本集約中間財 59.9 56 64.3 46.6 71.6 44 61 41 93.8 36 128.1 43.5 247.3  39 316.6  31 423.6  27 408.2  25.9 504.5  26 
労働集約中間財 34.9 32 57.2 41.4 61.2 38 38 25 115.5 44 107.0 36.3 185.5  30 301.7  30 447.4  28 395.9  25.1 599.6  31 
資本財 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0 39.8  6.3 73.3  7.2 213.3  13 114.4  7.2 250.4  13 
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きに 1970年代の韓国と 2000年代の中国のパターンに似通っている。 
ところがベトナムは中国から中間財輸入だけではなく耐久消費財も多く輸入して
いるところに特徴がある。韓国の発展初期段階において、日本からの耐久消費財の輸
入割合は 1963年に 14%、1975年に 8.5%と低下傾向であったが13、ベトナムはその割合
が近年上昇している。表 4－9 が示すように、中国からの耐久消費財の輸入は、2005
年にその割合が僅か 4.2%であったが、2009 年には 29%、2010 年には 27.9%に伸びた。
そして 2010 年にベトナムの対中耐久消費財輸入額は、同年ベトナムの対外赤字額の
3分の 1に相当する約 40億ドルに増加した。 
 
 
図 4－9 ベトナム三角貿易のイメージ 
 
 
                                                   
12 経済産業省（2010）、pp.170-174。 
13 山邉（2008）、p.189。 
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14 韓国産業資源部（2003）、pp.69-78。 
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表 4－11 耐久消費財の主要輸入品 
 
  2006 2007 2008 2009 2010 
総輸入額 44,891.1  62,764.7  80,713.8  69,948.8  84,838.6  
ベトナムの貿易赤字額 5,064.9  14,185.3  18,028.7  12,852.5  12,601.9  
耐久消費財の輸入額 4,202.6  6,982.8  11,041.9  11,794.0  14,318.5  
道路走行車両 718.1  1,514.1  2,443.6  3,052.4  2,907.2  
通信機 945.7  1,631.7  2,017.0  2,586.1  2,480.6  
テレビとコンピューター 1,869.7  2,958.4  3,714.1  3,220.6  5,208.3  
冷房 111.7  153.6  190.4  237.9  345.3  
バイク 557.4  725.0  759.6  755.9  890.6  
プラスティック製品 N/a N/a 1,256.0  1,177.9  1,649.8  
ゴム製品 N/a N/a 310.8  309.2  346.8  
紙製品 N/a N/a 324.3  379.4  443.6  
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ポール、香港といったいわゆる NIESであった。1970年代には、韓国 9.5%、台湾 8.0%、
香港 9.3%、そしてシンガポールは 8.5%という成長率を記録した18。 
 東アジアに高度成長をもたらしたのは工業品の輸出であった。日本は 1950 年代か
ら、急速な工業化を開始し、1970年代初期まで続いた。その後は安定的に推移し、1980
年代に入って、工業化率は低下局面を迎え、重心はサービス業にシフトした。その後、
NIES は総じて 1960 年代に急速な工業化を進め、1980 年代には安定局面に移行した。
NIES の工業化が進展し、工業化率が安定化する 1980 年代になると、ASEAN 諸国が高
度経済成長期を迎えた。その後、中国の台頭となる流れである。要するに、雁行役と











                                                   
18 高中（2000）、p.17 を参照。 
19 インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ブルネイ。 
20 ベトナム、カンボジア、ミャンマー、ラオス。 
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1947 年に貿易 1 億ドルとなった韓国の貿易規模は 1964 年に 5 億ドル、1967 年 13
億ドル、1974 年には 113 億ドルと増加した。1988 年に 1 千億ドル、2005 年に 5 千億
ドルをそれぞれ突破するなど、急成長を遂げた。輸出志向型の経済成長政策に力づけ
られて 1964 年に 1 億ドルに過ぎなかった輸出額は 1971 年に 10 億ドル、1977 年 100
億ドル、1995 年に 1 千億ドルを突破した。2011 年に、世界で 8 番目に 5 千億ドルを
超えた国になった。これに伴い、韓国の輸出額の世界ランキングは 1964年の 72位か
ら 2010年 7位に浮上し、貿易規模の順位は、同期間 56位から 9位に上昇し、さらに














                                                   
21 『連合ニュース』（韓国）、2012年 12月 10日。 
22 韓国は輸出志向型工業化政策に変更して以来、1964年、1970年代後半、1980後半から、2000
年代を変り目として貿易が躍進的に増加していると図 4-10から見て取れる。 
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前述したベトナムの 2000 年代の貿易状況は、貿易構造において韓国の第 1 段階と
同じような点が見られる。韓国では 1962 年 1 月、朴正煕政権による第 1 次経済開発
5カ年計画が発表されたが、その後、行き詰まりの状態が続いたために、1964年に 1962
年に出した輸入代替工業化政策から輸出志向型工業化政策に変更し、補完計画が実施
された。それ以降、第 2次経済開発 5ヶ年計画（1967～71 年）、第 3 次経済開発 5 ヶ
年計画（1972～76 年）においても輸出志向工業化政策を維持した。山邊（2008）によ





















第 4 章 2000 年代のベトナム貿易構造の特徴と課題 
 
  
ベトナム経済発展と対内 FDI の影響に関する研究 （ブイ ディン タン） 75 
 





第 5 章 サムスンのベトナム進出とその影響 
  
ベトナム経済発展と対内 FDI の影響に関する研究 （ブイ ディン タン） 76 
 







年に中央直轄のハイフォン市にある VSIP 工業団地に 2 億ドルを投じ、プリンター・
複合機生産工場を建設した。2012 年 10 月、ベトナム北部のハイフォンで、プリンタ
ー・複合機の生産を開始、2013 年 4 月にはトナー充填ラインの稼働を開始している。
同社は中国の石龍工場と日本の玉城工場（三重）、枚方工場（大阪）で生産を行ってきた
が、ASEAN における初の生産拠点としてベトナム北部を選択した。2016 年に 7000 人
の雇用と毎年の 10 億ドルの輸出に貢献する見込みである1。 
富士ゼロックスも京セラドキュメントテクノロジーと同じく、ハイフォン市の VSIP
工業団地において複合機・小型プリンターの生産工場建設に 1.2 億ドルを投資した。






350 万の商品を生産する規模である。また同時にタンロン II 工業団地（フンイエン
省）で R&D センター付きの洗濯機生産工場も新設されている。R&D センターが工場内
に置かれているのはベトナムでは例のなかったものである。投資額は 32 百万ドルで
                                                   
1 http://www.baomoi.com/KYOCERA-MITA-khoi-cong-xay-dung-nha-may-moi-tai-VSIP-Hai-
Phong/c/7289251.epi－2015年 7月 11日アクセスを参照。 
2 http://vneconomy.vn/doanh-nhan/them-du-an-fdi-lon-cua-nhat-vao-hai-phong-
20120820095734662.htm－2015年 7月 11日を参照。 
3 ジェトロ（2013）、pp.4-5。 
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じて携帯電話をリリースした。さらに 2005 年以降、英国の Chelsea というサッカー
チームのメインスポンサーになった。このようなマーケティング戦略を前面に打ち出
しながら、2006年の液晶テレビ「ボルドー」販売に成功を収めた。さらに、2009年の




ギャラクシーＳシリーズであった。この製品販売により、2010 年 3 月から 2013 年 7
月にかけて、サムスン電子は北米の携帯電話市場で占有率１位を維持した9。企業のブ
ランド価値を推定して毎年世界 100大ブランドを発表しているインターブランドによ
れば、サムスンのブランド価値は 2000年に 52.23億ドルの 43位であったが、2005年
には 149.56 億ドルの 20 位に躍り出た。その後は 20 位前後を推移したが、2010 年以
降のギャラクシーS シリーズの成功により 2012 年には 328.93 億ドルの 9 位に、2014
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年には 454.62 億ドルの 7 位にランクし、名実ともに世界的企業へと飛躍的な成長を
成し遂げた10。 
このような状況の中、サムスンはベトナムにおいて積極的な投資活動を行っている。



















                                                   
10 対照的なトレンドを見せている競争相手はノキアである。2000 年の第 6 位から 2014 年には 98
位に急落した（Interbrand 社のホームページ http://www.bestglobalbrands.com/－2015年 2月
20日アクセス）。 
11 この破格的優遇政策を出した背景は、第 4章において論じたように、2000 年代の FDI政策によ
って貿易赤字拡大問題が深刻化したため、高付加価値の耐久消費財が生産できる多国籍企業の
投資を積極的に誘致することにある。 
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電話第 1工場（SEV, Samsung Electronics Vietnam）を設立した。当初の投資額は 6.7
億ドルだったが、2回にわたる増資により、今までの投資額は 25億ドルに上った。対
ベトナム投資の成果が好調であったため、2013 年 3 月に第 1 工場から約 30 キロ離れ
                                                   
12 イ・ユン（2014）は、2015年から施行される「外国人投資法の改正」により、外国人に友好的
な投資環境がより整えられる期待があるというのを加えて 8つの理由で説明している。 
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ているタイグエン省イェンビン工業団地において、年間 1.2〜1.5 億台の生産規模の
第 2工場（SEVT, Samsung Electronics Vietnam Thai Nguyen）建設に 20億ドルを投






る 2014年 10月 1 日、サムスングループのイ・ジェヨン副会長とミーティングを行っ
た。注目すべきは、ベトナム政府が、イ・ジェヨン副会長とのミーティングを優先的
に進めたことである。そのミーティングの席でサイゴンハイテクパークに TV 中心の




第 2にサムスン SDIの投資である。2009年に携帯電話の第 1工場 SEV が立地するイ




第 3にサムスン電機の投資である。サムスン電機は 2013年 10月にタイグエン省イ
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第 4にサムスンディスプレイの投資である。サムスンディスプレイは、2014年 7月
に SEV と SEVT の需要に対応するために、ベトナムのバクニン省イェンフォン工業団
地に 10 億ドルを投資して、2015 年第 1 四半期稼動を目指し OLED モジュール工場
（SDBN, Samsung Display Bac Ninh）を設立することを決定した。また、2015年に世
界初のフレキシブルディスプレイ（flexible display）を生産する予定であり、これ
は韓国でもまだ生産していないものである。以上の内容は 2015 年 3 月 1 日から 3 月














産していた。しかし、2013年からはサムスンの Galaxy Sシリーズ（最新機種の S6）、
                                                   
13  2015年 3月に現地調査を行ったときにサムスンディスプレイは 10 億ドルの工場を設置したこ
とが確認できたが、その後 2015年 8月に新たに 30億ドルを増資することを発表した。これに
よって、現在本工場の登録投資額は 40 億ドルに達した。 
14 中国におけるサムスンの累積投資額は 105億ドルで、中国人の従業員数は 45,660人である（2012
年 7 月）。詳細は石田（2013）、p.110を参照されたい。 
15 VNR500 は、年間売上高を基準にしたベトナム国内トップ 500 企業のランキングである。Vietnam 
Report 社の調査により、2007 年から毎年 Vietnamnet という新聞に発表している。アメリカ
Fortune 500 をモデルに作られたものである（http://www.vnr500.com.vn/―2015 年 5 月 1 日ア
クセス）。 
16 崔（2003）、pp.59-62。 
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Galaxy Noteシリーズ（最新機種の Note 4）、Galaxy Aシリーズ（最新機種の A7）と
いった高価格製品の多くをベトナムで生産している。 
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表 5－2はバクニン省にあるサムスン電子工場（SEV）の金型輸入動向を表すもので





できた。表 5－2を見ると、2012年と 2013年にメタルモデル輸入金型は 0であったが
2014年に 36型に増加した。さらに、携帯だけではなく 2014年の CES において紹介さ
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表 5－2 SEV工場の金型輸入動向（バクニン省） 
                         （単位：型） 
モデル 
年 
2012 2013 2014 
低価格携帯電話 14 0 0 
高価格スマホ 91 178 403 
タブレット 31 139 148 
ノートパソコン 0 1 29 
模型 0 0 12 
アクセサリー 0 6 21 
スマホカメラ 0 0 12 
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額が 6886 百万ドル（その内にバクニンの工場はであったが、2012 年に 12717 百万ド











                                                   
20 ジェトロ（2013）、p.2。 
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表 5－3 ベトナムの主要輸出品目 
                                   （単位：百万ドル） 
  2011 2012 2013 
衣料 14,043 15,093 17,947 
電話端末（同部品含む） 6,886 12,717 21,244 
原油 7,241 8,224 7,278 
コンピューターと電子製品 
（同部品含む） 
4,670 7,838 10,601 
履物 6,549 7,262 8,410 
水産物 6,112 6,093 6,717 
機械設備・同部品 4,160 5,537 6,014 
木製品 3,955 4,666 5,562 
輸送機械・同部品 2,354 4,580 4,964 
米 3,657 3,673 2,925 
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21 国会 21/2008/QH12 号『ハイテク法』、p.8。 
22 ベトナム科学技術の協会のホームページ［http://baodatviet.vn/kinh-te/doanh-
nghiep/samsung-dua-han-quoc-dung-dau-ve-dau-tu-vn-duoc-gi-3057985/ ―2015 年 1月 12日
アクセス］。サムスンへの特恵は、これ以外にも地方政府から工場敷地無償提供、輸入関税と
付加価値税免除、電気水道通信費の 50％免除という恩恵を受けている。 
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誘致することによって、工業化を進めてきた。1997 年に FDI の案件はわずか 4 件で、
投資額は 1.78 億ドルであったが、2014 年において累積で 641 件の 77.46 億ドルに増







2 バクニン省の FDI誘致 
バクニン省は、1997 年から FDI誘致を梃に経済発展を図ったものの、アジア危機の
影響で 1998～99 年に FDI 企業のバクニン省進出は稀であった。2000 年代に入り、バ
クニン省への FDI は増加しはじめ、特にベトナムが WTO加盟国となってから、存在感
を増してきた2。実は、バクニン省政府は WTO 効果を追い風にインフラ整備や経営環境
改善などを行い、積極的に FDI 誘致を進めた。表 6－1 はバクニン省の競争力インデ
ックス PCI（Provincial Competitiveness Index）を示している3。これによると、2005
                                                   
1 サムスンはベトナムのバクニン省とタイグエン省において工場を持っているが、タイグエン省に
ある工場は 2014年以降に稼働したためにデータ分析に限界があった。 
2 この時期はベトナムの FDI投資の第 2ブームであった。 
3 2005年以降のベトナム商工所 VCCIとアメリカ国際開発機構 USAID（United States Agency for 
International Development）の共同研究で発表した指数である。これは省別の民間企業が対象
であるアンケート調査を通じて、各省当局の経済運営と経営環境を評価する指数である。最
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表 6－1 バクニン省の PCI指数 
年別 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 
順位 23 14 20 16 10 6 2 10 12 10 
指数 58.10 56.47 58.96 59.57 65.70 64.48 67.27 62.26 61.07 60.92 
評価 可 良 良 良 優 優 最高 優 優 優 
出所：PCIのホームページ（http://pcivietnam.org/―2015年 12月 1日アクセス）より作成。 




FDI企業は急速に増えた。図 6－1はバクニン省の国内セクターと FDI セクターの輸出
シェアを示しているものである。これによると、2000年代初頭までは、国内企業の輸
出に占める割合が大きかったが、2007年にベトナムが WTOに加盟してからは FDI企業
が逆転し、今は FDI 企業の割合が圧倒的である。 
以上のように FDI 企業はバクニン省の成長と工業化に大きく貢献しつつある。バク





                                                   
高、優、良、可、低、最低という 6段階の基準である。詳細は PCIホームページ
(http://pcivietnam.org/―2015年 12月 1 日アクセス)を参照されたい。 
4 現地調査より。 
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表 6－2 はバクニン省のマクロデータと SEV の実績を示しているものである。これ
によると、サムスンの投資はバクニン省のマクロ経済に影響を及ぼしているいくつか
のデータが確認できる。第 1に、バクニン省の GRDP成長に大きく寄与している。2010
年に SEV の付加価値額はバクニン省の GRDP の 6.5％のシェアを占めていたが、2013
年には 70%に急増した。第 2 に、サムスンはバクニン省の雇用創出にも存在感を示し





























2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
国内セクター FDIセクター
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5 バクニン省人民委員会の 2015年 8月 14日の「バクニン省の国際統合過程報告」によると、2014
年の FDI労働者数の合計は 156000人であるため、サムスンの労働者のシェアは全体の 28%を占
めている。 
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表 6－2 バクニン省のマクロデータと SEVの実績 
  単位 2010 2011 2012 2013 2014 
2015 
(見込) 








3,009 19,949 21,119 69,396 52,250 56,640 
割合 % 6.5  33.5  30.9  70.0  56.2  N/a  
2. バクニン省の労働者数 人 593,114 600,560 609,359 624,021 637,890 647,300 
サムスンの雇用者数 人 8,139 18,524 28,140 44,266 43,000 42,000 
割合 % 1.4  3.1  4.6  7.1  6.7  6.5  




2,594 3,324 4,676 6,196 7,746 11,846 
  サムスンの累積投資額 
百万 
ドル 
790 790 1,620 2,620 3,620 6,620 








1,086 963 1,220 1,150 2,550 N/a 








1,472.3 5,838.9 12,538 23,879 19,500 19,600 
  割合 % 60.1  75.3  83.4  90.9  88.7  87.1  
  
出所: バクニン省計画投資局での現地調査より。 
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に 2014 年 9 月に米アップルが新型アイフォーンを発表してからさらに苦戦を強いら
れている。 












第 6 章 ベトナム地域経済に対するサムスンの FDI 効果 
 
  
ベトナム経済発展と対内 FDI の影響に関する研究 （ブイ ディン タン） 97 
 
表 6－3 2014 年第 4四半期のメーカー別世界スマートフォン販売トップ 5                








2013 年第 4 四
半期出荷台数 
2013 年第 4 四半
期の市場シェア 
1 Apple 74,832 20.4 50,224 17.8 
2 Samsung 73,032 19.9 83,317 29.5 
3 Lenovo* 24,300 6.6 16,465 5.8 
4 Huawei 21,038 5.7 16,057 5.7 
5 Xiaomi 18,582 5.1 5,598 2 
  その他 155,701.60 42.4 111,204.30 39.3 
  合計 367,484.50 100 282,866.20 100 
出所： Gartner のホームページ 
（http://www.gartner.com/newsroom/id/2996817―2015 年 3月 30日アクセス） 
注： Lenovoの販売台数には買収した Motorolaの販売台数を含む。 
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表 6－4 2014年のメーカー別世界携帯端末販売トップ 11 
                              （単位：千台、%） 
順
位 
メーカー 2014 販売台数 2014 市場シェア 2013 出荷台数 2013 市場シェア 
1 Samsung 392,546 20.9 444,472 24.6 
2 Apple 191,426 10.2 150,786 8.3 
3 Microsoft 185,660 9.9 250,835 13.9 
4 Lenovo* 84,029 4.5 66,463 3.7 
5 LG ics 76,096 4 69,094 3.8 
6 Huawei 70,499 3.8 53,296 2.9 
7 TCL  64,026 3.4 49,538 2.7 
8 Xiaomi 56,529 3 13,423 0.7 
9 ZTE 53,910 2.9 59,903 3.3 
10 Sony 37,791 2 37,596 2.1 
11 Micromax 37,094 2 25,431 1.4 
その他 629,360 33.5 587,764 32.5 
合計 1,878,968 100 1,808,600 100 
出所： Gartner のホームページ 
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（iPhone 6, iPhone 6 plus）と中国メーカーとの激しい競争である。この減速はバ
クニン省の工業指数を減少させ、GRDPの成長にも直ちに影響を与えた。バクニン省の























                                                   
6 Blomström 他（1999）、pp.915-923。 
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図 6－2 サムスングループの生産方式 
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れるのが 6％程度に過ぎず、開発途上国の中でも R&D 活動は数カ国に集中している12。
前述のように、ベトナム政府がサムスングループに破格的優遇政策を提供しているが、
前提条件がある。それは、3年間にわたって売上高の 1%を R&D活動に支出することと、









12 UNCTAD（1999）は、アメリカ企業の R&Dの場合、開発途上国のトップ 4 カ国（ブラジル、台
湾、メキシコ、シンガポール）が開発途上国における全 R＆D費用の 77％を占めていると述べて
いる。 
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13 国会 21/2008/QH12 号『ハイテク法』、p.8。 
14 投資法 67/2014/QH13 号（詳細は http://vanban.chinhphu.vn/を参照されたい）。 
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して、サムスン FDI の直接効果は 4 つある。第 1 に、サムスンの成長はバクニン省
GRDP成長に大きく寄与している。第 2に、サムスンはバクニン省の雇用創出に貢献し
ている。第 3に、サムスンはバクニン省の大きな税収源である。第 4 に、サムスンは
バクニン省の輸出を牽引している。一方、2014年にサムスン営業実績の下落によって、






                                                   
17 カナダ駐韓国大使館（2012）、p.27。 
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1 リードリッヒ・リストはドイツの経済学者（1789～1846）であり、『政治経済学の国民的体系』
の原著は 1841年に出版された。この本は 1856年にアメリカにおいても翻訳されている。 
2 Chang (2003)、特に第 2 章（pp.21-129）を参照されたい。 
3 アメリカの金融自由化理論については張（2012）を参照されたい。 
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2016年に入り、ベトナムは TPPと AECの広域 FTAの発効によって、海外との競争が
さらに高まっていく中で、国内産業育成を中心にする政策転換が求められている。こ


















































『桜美林論考. 桜美林エコノミックス』2（3 月）、pp.49-64。 
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